１：仮称　一般社団法人TMSG定款

一般社団法人TMSG定款

（関連法条付）

注）関連法条表示中、「法」とあるのは、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）」を指し、「規」とあるは、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則（平成18年法務省令第28号）」を指す。なお、名称中の「TMSG」とは、「Time-Sharing」を子音のみ抽出略称したものである。それ以上の格別の意味はない。

第１章　総則

第１条（名称）

　当法人は、一般社団法人TMSGと称する（法11条1項2号）。

第２条（主たる事務所の所在地）

　当法人は、○○県○○市に、主たる事務所を置く（法11条1項3号/定款に掲載する所在地の表示は、最少行政区画、つまり市町村・特別区までの表示で足りる）。

第３条（目的及び事業）

１　当法人は、タイムシェア型居住施設の提供を通じて、国民の居住生活の多様化及び余暇活動の充実に資することを目的とする（法11条1項1号）。

２　当法人は、その目的を達成するため、次の事業を営む。

⑴　タイムシェア型居住施設の提供を目的とする会員制クラブの経営。

⑵　その他、以上に関連する事業。

第４条（公告方法）

　当法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法によって行う（法11条1項6号､331条1項）。

第２章　社員

第５条（社員資格の取得）

１　当法人の社員となるには、当法人の基金の拠出者（以下「拠出者」という）となったうえ、当法人が別に定める方法により申込み、理事会の承認を受けなければならない（法11条1項5号／社員資格の得喪のうち、取得に関する規定）。

２　拠出者に、当法人に対する債務がある場合には、その債務が弁済されるまで、前項の承認は、行わないものとする。

第６条（社員資格の譲渡）

１　社員は、理事会の承認を経たうえで、基金の返還請求権と共に、社員の資格を譲渡することができる。

２　社員に、当法人に対する債務がある場合には、その債務が弁済されるまで、前項の承認は、行わないものとする。

３　社員資格の譲渡による名義書換手続には、所定の名義書換手数料を納付することを要するものとし、この名義書換手数料の金額は、社員総会の決議によって、改定することができる。

４　社員資格の譲渡人は、社員資格の譲渡による名義書換手続が完了した時に、その社員資格を失い、他方、社員資格の譲受人は、その名義書換手続が完了した時に、その社員資格を取得する。

第７条（社員の義務）

１　社員は、当法人が別に定める会費を納入する義務を負う（法27条）。

２　会費の金額は、社員総会の決議をもって、変更することができる。

第８条（社員資格の喪失）

　社員は、次の事由がある場合には、その資格を失う（法11条1項5号／社員資格の得喪のうち、喪失に関する規定）。

１　退社

２　除名

３　社員資格の譲渡

４　拠出者たる資格の喪失
５　個人たる社員の死亡、法人たる社員の解散

６　当法人の解散

第９条（退社）

　社員は、当法人に対し、所定の書式による退社届を提出することによって、随時、当法人を退社することができる（法28条参照）。

第10条（除名）

１　社員に次の事由がある時は、社員総会の決議によって、除名されるものとする（１～３項につき、法30条1項）。
⑴　この定款、その他の附属する規則に違反した場合。

⑵　当法人の名誉または信用を害する行為があった場合。

２　前項により、社員を除名する場合には、審議にかかる社員総会の日の１週間前までに、当該社員に通知し、かつ社員総会で弁明の機会を付与する。

３　社員を除名した時は、理事長は、除名した社員に対し、書面をもって、その旨を通知する。

第11条（社員資格の当然喪失等）

１　社員が、２年間分以上、会費を滞納し、書面による催告にかかわらず、これを支払わなかった場合には、当然に、その資格を失うものとする。

２　社員が、前項により、その資格を喪失した時は、理事長は、資格喪失した社員に対し、書面をもって、その旨を通知する。

３　社員が、資格喪失通知書の発送前に、滞納した会費の支払をし、あるいは、これと同視できると認められる支払保全措置を講じた場合において、理事会の資格回復決議がなされた場合には、遡って、その資格が回復されたものと取扱うものとする。

第12条（社員名簿）

１　当法人は、社員の氏名又は名称及び住所を記載した社員名簿を作成する（法31条1項）。

２　社員は、社員名簿の記載事項に変更を生じた時は、速やかにその旨の届出を行うことを要する。

３　当法人の社員に対する通知又は催告は、社員名簿に記載された住所（当法人に、当該社員の連絡先に関する記録がある場合は、その連絡先。当該社員から当法人に対し、通知又は催告を受ける場所又は連絡先の届出がなされていた時は、その連絡先等。）に宛てて発することによって、これを行うこととし、この場合、その通知又は催告は、それが通常到達すべき時期に到達したとみなすこととする（法33条1及び2項）。

４　当法人の社員に対する通知又は催告が、５年間以上継続して到達しない場合には、以後、当該社員に対する通知又は催告は、行わないものとする（法33条3項）。

第３章　社員総会

第13条（社員総会の権限）

社員総会は、次の各事項について、決議する（法35条2項）。

⑴　計算書類の承認（法126条2項）

⑵　役員の選任及び解任（法63条）

⑶　役員の報酬（法89条､115条）

⑷　基金１口分の金額又は拠出を受ける基金の総口数の変更
⑸　定款の変更（法146条）

⑹　事業の全部の譲渡（法147条）

⑺　解散及び解散後の継続（解散につき、法148条、解散後の継続につき、150条）

⑻　残余財産の帰属の決定（法239条2項）

⑼　吸収合併契約及び新設合併契約の承認（吸収合併消滅法人の場合、247条、吸収合併存続法人の場合、251条1項、新設合併消滅法人の場合､257条）

⑽　その他、法令又は本定款に定める事項

⑾　その他、理事会が特に付議した事項

第14条（社員総会の招集時期）

１　定時社員総会は、毎事業年度の終期の翌日から３か月以内に招集する（法36条1項）。

２　臨時社員総会は、必要の都度、適宜の時期に招集する（法36条2項）。

第15条（社員総会の招集）

１　社員総会は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、理事長が招集する（法36条3項、38条）。

２　総社員の議決権の５分の１以上の議決権を有する社員は、理事長に対し、書面をもって、会議の目的たる事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる（法37条1項）。

３　社員総会の招集通知は、会日の２週間前までに発する（法38条但書）。

第16条（社員の提案権）

１　総社員の議決権の30分の１以上の議決権を有する社員は、理事長に対し、書面をもって、一定の事項を、社員総会の目的とすることを請求することができる（法43条2項前段）。

２　前項の請求は、社員総会の会日の６週間前までにしなければならない（法43条2項後段）。

第17条（議長）

社員総会の議長は、理事長がこれにあたる。

第18条（議決権の個数）

　社員は、その拠出した基金の口数と同一の個数の議決権を有する。

第19条（決議）

１　社員総会の決議は、法令または定款に特別の定めがある場合を除き、議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した社員の議決権の過半数をもって、これを決するものとする（法49条1項）。

２　社員総会が、次の事項を決議する場合には、総社員の半数以上であって、かつ総社員の議決権の３分の２以上の多数をもって、行うことを要する（法49条2項本文）。

⑴　基金１口分の金額又は拠出を受ける基金の総口数の変更
⑵　社員の除名（法49条2項1号､30条1項）

⑶　監事の解任（法49条2項2号、70条1項）

⑷　役員等の責任の一部免除（法49条2項3号、113条1項）

⑸　定款の変更（法49条2項4号、146条）

⑹　事業の全部の譲渡（法49条2項5号、147条）

⑺　解散又は解散後の継続（法49条2項6号、法148条3号、150条）

⑻　吸収合併契約及び新設合併契約の承認（法49条2項7号、247条、251条1項、257条）

⑼　その他、法令に定められた事項

第20条（役員の選任等）

１　役員は、社員総会の決議によって選任する（法63条）。

２　理事長が、監事に関する議案を社員総会に提出するには、監事（複数の監事がいる場合は、その全員）の同意を得ることを要し、監事は、理事長に対し、監事の選任を社員総会の目的とし、あるいは監事の選任に関する議案を社員総会に提出すべきことを請求することができる（法72条1及び2項）。

３　監事は、社員総会において、監事の選任、解任又は辞任について、意見を述べることができ、監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される社員総会に出席して、辞任した旨及びその理由を述べることができる（法74条1及び2項）。

４　理事長は、前項の者に対し、同項の社員総会を開催する旨及び社員総会招集決定を通知する（法74条3項）。

第21条（書面または代理人による議決権等の行使）

１　社員は、予め通知のあった事項につき、書面または代理人によって、議決権及び投票権を行使することができる（法150条1項、1/52条1項）。

２　書面による議決権等の行使は、所定の議決権行使書面に必要な事項を記載し、これを、社員総会の会日の前日までに、当法人に提出することを要する（法1/52条1項）。

３　代理人による議決権等の行使は、出席に先立って、代理権限書面（代理権を証する書面）を提出しなければならない（法150条1項）。

第22条（社員総会議事録）

１　社員総会の議事については、法令に定めるところに従い、議事録を作成する（法57条）。

２　議長及び出席した理事は、前項の議事録に記名捺印する。

第４章　役員

第23条（役員及びその任期）

１　当法人に、次の役員を置く。

⑴　理事３名以上６名以内（法65条3項）

⑵　監事１名以上２名以内（法60条2項、61条）

２　役員の任期は、次の通りとする。

⑴　理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度の最終のものに関する定時総会の終結時までとする（法66条本文）。

⑵　監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度の最終のものに関する定時総会の終結時までとする（法67条1項本文）。

⑶　補欠として、または増員により選任された役員の任期は、前任者または他の在任役員の任期の残存期間とする（法66条但書、67条2項）。

⑷　役員が、任期の満了または辞任によって、その定数の下限の員数を書くこととなった場合には、その役員は、新たに選任された役員が就任するまでなお役員としての職務を行う（法75条1項）。

３　理事のうち、社員でない者は、理事の総数の半数を超えてはならない。

第24条（理事及び監事の職務）

１　理事は、法令、定款及び社員総会の決議を遵守し、理事会の審議を通じて、当法人のため、忠実にその職務を遂行する（法83条）。

２　理事は、当法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した時は、直ちに当該事実を、監事に報告することを要する（法85条）

２　監事は、当法人の経理を含む業務執行を監査する（法99条1項）。

３　監事は、随時、理事又は使用人に対し、事業の報告を求め、当法人の業務及び財産の状況を調査することができる（法99条3項）。

４　監事は、理事長が社員総会に提出しようとする議案、書類、その他の資料を、調査しなければならない。この場合において、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認める時は、その調査の結果を社員総会に報告しなければならない（法102条、規62条で準用する規17条）。

５　監事は、業務執行に関し、不正な行為があり、若しくは不正な行為がなされる虞があると認める時、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認める時は、遅滞なく、その旨を理事会に報告することを要する（法100条）

第25条（理事長等の選出及び職務）

１　理事のなかから、理事長及び副理事長を、理事会において選出する（法90条2項、177条3項）。

２　理事長は、当法人を代表し、その業務を執行し、副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故がある場合には、その業務を代行する（理事長につき、法177条2項、4項）。

３　理事長は、毎事業年度に、４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務執行の状況を、理事会に報告しなければならない（法91条2項但書）。

第26条（役員の報酬等）

１　役員は、無報酬とする。但し、監事又は常勤の理事に対しては、社員総会において決議したところに従い、報酬を支給することができる（法89条、105条）。

２　監事は、社員総会において、監事の報酬につき、意見を述べることができる。

３　役員が業務のために立替払した費用は、社員総会において決議した基準に従い、これを償還する。

４　前項の定めにかかわらず、監事の当法人に対する次の請求に対しては、当該請求にかかる費用又は債務が、当該監事の職務執行のため必要でないと認める場合を除き、これに応ずるものとする。

⑴　費用の前払請求

⑵　支出した費用及び支出した日以後における利息の償還請求

⑶　負担した債務に対する弁済（当該債務が弁済期にない時は、相当の担保の提供）の請求

第27条（損害賠償責任の一部免除）

１　当法人は、任務を怠ったことによる理事又は監事の損害賠償責任を、法令に定める限度において、理事会の決議によって免除することができる（法113条1項､114条1項）。

２　当法人は、外部理事又は外部監事との間で、法令に定める責任限度額をもって、責任限度額とする損害賠償責任を限定する契約を締結することができる（法115条1項）。

第５章　理事会

第28条（理事会の設置及び権限）

１　当法人に、業務執行の重要事項を審議するため、理事会を設置する（法90条）。

２　理事会は、法令及び定款で定める事項のほか、次の事項を議決する。

⑴　業務執行に関する理事会が必要と認める事項の決定（法90条2項1号）

⑵　理事長による業務執行の監督（法90条2項2号）

⑶　理事長及び副理事長の選出及び解職（法90条2項3号）

第29条（理事会の招集）

１　理事会は、理事長が招集し、他の理事は、理事長に対し、審議の目的たる事項を示して、理事会の招集を請求することができる（法93条1及び2項）。

２　監事は、理事の不正行為等につき、理事会に報告するため、必要があると認める時は、理事長に対し、理事会の招集を請求することができる（法101条2項）。

３　前２項の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を会日とする理事会が招集されない時は、その請求をした理事又は監事は、自らが理事会を招集することができる（法93条3項）。

４　理事会の招集通知は、会日の３日前までに、各理事及び各監事に対して発するものとする（法94条1項）。

５　前項の定めにかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意がある時は、招集の手続を経ることなく開催することができる（法94条2項）。

第30条（理事会の審議等）

１　理事会の決議は、議決に加わることのできる理事の過半数が出席し、出席理事の過半数をもって決する（法95条）。

２　監事は、理事会に出席し、必要があると認める時は、議案につき、意見を述べなければならない（法101条1項）。

３　理事又は監事が、理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知した時は、当該事項を理事会に報告することを要しない（法98条1項）

第31条（理事会決議の省略）

１　理事長が、予め監事の承諾を得たうえ、各理事に対し、決議の目的たる事項の提案をした場合において、この提案につき、議決に加わることのできる理事の全員が書面により、同意の意思を表示した時は、その最終の同意がなされた時に、提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす（法96条）。
２　他の理事は、理事長に対し、前項の提案を行うことを求めることができる。

第32条（理事会議事録）

１　理事会の議事については、法令に定めるところに従い、議事録を作成のうえ、出席した理事及び監事は、これに記名捺印する（法95条3項）。

２　理事会の決議に参加した理事で、議事録に異議をとどめないものは、その決議に賛成したものと推定する（法95条4項）。

第６章　基金

第33条（基金の募集）

１　当法人は、基金の引受人を募集する（法131条本文）。

２　基金の引受人の募集は、当法人の定める金額を１口とし、当法人の定める総口数に充つるまで、これを行う。
３　前項の基金１口の金額又は基金の総口数は、社員総会の承認を経て、変更することができる。

４　新たに、基金の引受人の募集を開始する時は、予め、募集にかかる基金の総額につき、社員総会の承認を経ることを要する。

第34条（基金の使途）

１　基金は、当法人が経営する会員制クラブの目的施設であるタイムシェア型居住施設を取得するために支出する。
２　基金を、前項以外の支払に充てる場合には、社員総会の決議を経ることを要する。

第35条（基金返還の時期及び順位等）

１　基金は、当法人が解散するまで返還しない。

２　基金には、利息を付さないものとする（法143条）。
３　基金の返還は、当法人の基金以外の債務の弁済に劣後する。
４　基金は、当法人が合併により解散する時は、その決議にかかる社員総会、その余の事由（破産を除く）により解散する時は、清算法人にかかる社員総会の決するところに従って、返還する。

第36条（基金の返還請求債権の取得）

１　当法人は、次の場合には、当法人を債務者とする基金の返還請求債権を取得することができるものとする(法142条1項)。

⑴　合併又は他の法人の事業の全部を譲り受けによる場合

⑵　当法人の権利の実行にあたり、その目的を達成するために必要な場合

⑶　無償で取得する場合

２　当法人は、前項の⑴、⑵号により、基金の返還請求債権を取得した場合には、これを相当の時期に、他に譲渡することとする（法142条2項）。

第７章　財産及び会計

第36条（事業年度）

当法人の事業年度は、毎年１月１日から12月31日までとする（法11条1項7号、123条2項）。

第37条（事業計画及び収支予算）

１　当法人の事業計画書及び収支予算書は、理事長が作成して、理事会の承認を得ることを要し、これを変更する場合も同様とする。

２　理事会の承認を経た事業計画書及び収支予算書は、直近の社員総会に報告することを要するものとし、これを変更した場合も同様とする。

第38条（事業報告及び収支決算）

１　当法人の事業報告及び収支決算については、毎事業年度終了後３か月以内に、理事長が、次の書類を作成し、監事の監査及び理事会の承認を経たうえ、定時総会に提出して、このうち、第１号の書類については、その内容を報告し、第２号から第４号までの書類については、承認を受けなければならない（法124条1項及び3項、126条3項）。

⑴　事業報告書及び附属明細書

⑵　貸借対照表

⑶　損益計算書

⑷　貸借対照表及び損益計算書の附属明細書

２　理事長は、定時総会の招集通知に際し、社員に対し、前項の各書類を提供することを要する（法125条、規47条）。

３　貸借対照表は、定時総会の終結後遅滞なく、公告する（法127条）。

第８章　情報の開示

第39条（定款及び社員名簿の開示）

１　当法人は、定款及び社員名簿を、常時、主たる事務所に備置くこととする（法14条1項、32条1項）。

２　当法人は、業務時間内において、定款につき、社員又は債権者から請求があった時は、その閲覧をさせ、あるいはその謄本又は抄本を交付する。但し、定款の謄本又は抄本の交付を請求するには、当法人の定める費用を支払うことを要するものとする（法14条2項）。

３　社員は、当法人の業務時間内において、必要とする理由を明示して、社員名簿の閲覧又は謄写を請求することができる（法32条2項）。

４　当法人は、社員名簿の閲覧等の請求があった時は、その請求者が、次のいずれかに該当する場合を除き、これに応ずるものとする（法32条3項）。

⑴　請求者の権利の確保又は行使に関する調査以外の目的で、請求を行った時。

⑵　当法人の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目的で請求を行った時。

⑶　請求者が、当法人の業務と実質的に競合関係にある事業を営み、又はこれに従事するものである時。

⑷　請求者が、社員名簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実を、利益を得て第三者に通報するために請求を行った時。

⑸　請求者が、過去２年以内において、社員名簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実を、利益を得て第三者に通報したものである時。

第40条（社員総会関係書類の開示）

１　当法人は、社員総会の議事録を、社員総会の日から10年間、主たる事務所に備え置くこととし、業務時間内において、社員又は債権者から請求があった時は、その閲覧又は謄写をさせるものとする（法57条1項、4項）。

２　当法人は、社員総会において、書面又は代理人による議決権等の行使があった時は、その議決権行使書面又は代理権限書面を、社員総会の日から３か月間、主たる事務所に備え置くこととし、業務時間内において、社員から請求があった時は、その閲覧又は謄写をさせるものとする（法50条5､6項、51条3,4項）。

３　当法人は、各事業年度にかかる計算書類、事業報告書、これらの附属明細書及び監査報告書を、当該事業年度にかかる定時社員総会の２週間前の日から５年間、主たる事務所に備え置くこととし、業務時間内において、社員又は債権者から請求があった時は、その閲覧をさせ、その謄本又は抄本を交付する。但し、計算書類等の謄本又は抄本の交付を請求するには、当法人の定める費用を支払うことを要するものとする（法129条1項、3項）。

第41条（理事会関係書類の開示）

１　当法人は、理事会の議事録を、理事会の日から10年間、主たる事務所に備え置くものとし、理事会決議省略の同意があった場合には、その同意書を、理事会の決議があったとみなされた日から10年間、主たる事務所に備え置くものとする（法97条1項）。

２　当法人は、社員又は債権者が、確定した裁判所の許可があることを証明のうえ、請求した場合に限り、理事会の議事録又は理事会決議省略同意書の閲覧又は謄写をさせるものとする（法97条2項）。

第42条（会計帳簿等の開示）

１　当法人は、会計帳簿及びその事業に関する重要な資料を、会計帳簿閉鎖の日から10年間、保存する（法120条）。

２　総社員の議決権の10分の１以上の議決権を有する社員は、これを必要とする理由を明示して、会計帳簿及びこれに関する資料の閲覧又は謄写を請求することができる（法121条1項）。

３　前項の請求にかかる当法人の対応については、社員名簿の閲覧等に関する規定を準用する。

第９章　定款の変更及び解散

第43条（定款の変更）

　この定款は、社員総会の決議によって、変更することができる。

第44条（クラブ規約の制定及び変更）

１　当法人は、この定款に附属する規則として、当法人の経営する会員制クラブにかかるクラブ規約を制定する。

２　クラブ規約は、社員総会の決議によって、変更することができる。

第44条（解散）

　当法人は、社員総会の決議、その他法令で定められた事由により解散する。

第45条（剰余金の処分制限）

　当法人は、剰余金の分配をしない。

附則

１　この定款は、当法人の設立の登記の日から施行する。

２　この定款の定めにかかわらず、当法人の最初の事業年度は、設立の日から平成○○年12月31日までとする。

３　この定款の定めにかかわらず、当法人の最初の事業年度の事業計画書及び収支予算書は、設立後、速やかに作成する。

４　当法人の設立時における基金１口の金額は、金○○○万円とし、基金の総口数は、○○○口とし、設立後、直ちに、その全部について、引受人の募集を開始する。

（設立時社員）

（設立時理事長）

（設立時理事）

（設立時監事）
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